研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　青山荘　　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　須々田　珠美

	期　　間　　平成　23　年　2　月　28　日　～　平成　23　年　3　月　1　日

	出張目的　精神保健福祉サービス提供体制整備促進研修　参加

	出 張 先　渋谷商工会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感・考察】

　　今回の研修には、首都圏を中心とした障害福祉サービス事業所（特に精神障害者社会復帰施設が全身の事業所）の関係者が約80名参加しており、主に障害者自立支援法廃止から総合福祉法への以降期間の法案、いわゆる「つなぎ法案」の説明があった。新たに得た情報は少なかったが、精神保健福祉手帳の制度上でも、発達障害・高次脳機能障害が精神障害に含まれることが明確になること、アウトリーチ推進事業が今後強化されること等が今回の研修の重要なポイントであった。また、相談支援事業や地域自立支援協議会の円滑な運営について、他の圏域の取り組みについて聞くことで、相談支援事業所のあり方や、地域医療・福祉の共通の課題などを改めて考える機会となった。

【研修内容】

～障害福祉政策の動向について～

厚生労働省社会・援護局　障害保健福祉部

精神・障害保健課　地域移行支援専門官　工藤　一恵　氏

～民主党マニュフェストより～

· 障害者自立支援法を廃止した上で、応能負担を基本とする包括的な障害者福祉の法律を制定

· 自殺対策に積極的に取り組み、相談体制の充実、メンタルヘルス対策の推進、精神科医療の適切な受診環境の整備などを推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について（6月29日閣議決定）」

基本的な考え方
　障害の有無にかかわらず、相互に個性の差異と多様性を尊重し人格を認め合う共生社会の実現

　基礎的な課題のおける改革の方向性
（1） 地域生活の実現とインクルーシブな社会の構築

（2） 障害の捉え方と諸定義の明確化

　横断的課題における改革の基本的方向と今後の進め方
（1） 障害者基本法の改正と改革の推進体制

（2） 障害を理由とする差別の禁止に関する法律の制定等

（3） 障害者総合福祉法（仮）の制定

①趣旨（公布日施行）

・障害者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等の地域生活支援のための法改正であることを明記

　②利用者負担の見直し（Ｈ24.4.1までの政令で定める日から施行）

　　・利用者負担について、応能負担を原則に。

　　　障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

≪課題１≫　

　負担上限額は大幅に引き下げられており、実質的には負担能力に応じた負担になっているが、法律上は一割負担が原則となっている。

　　→法律上も負担能力に応じた負担が原則であることを明確化

· サービス利用量が少なく、一割負担の方が低い場合には１割

· 現在、市町村民税非課税世帯については、利用者負担は無料

≪課題２≫

　障害福祉サービスの補装具の利用者負担の上限額は、それぞれに別に設定されている

　　→高額障害福祉サービス費について補装具費と合算することで、利用者の負担を軽減

　③障害者の範囲の見直し（公布日施行）

　　・発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

≪課題≫

　発達障害は、概念的には精神障害に含まれているが、その事が明確にされていない。

　　→障害者自立支援方法のサービスをより受けやすくする観点から、発達障害者が障害者の範囲に含まれていることを法律上明示。

　※発達障害については、発達障害者支援法が整備され、発達障害の定義規定も置かれている

　※あわせて、高次脳機能障害が対象となることについて、通知等で明確にする

　④相談支援の充実　（Ｈ24.4.1施行）　

　　・相談支援体制の強化

≪課題１≫

　障害者の地域生活にとって相談支援は不可欠であるが、市町村ごとに取り組み状況に差がある。また、地域の支援体制づくりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置づけが法律上不明確。

　　→地域における相談支援体制の強化を図るため中心となる総合的な相談支援センター（基幹型相談支援センターを市町村に設置）

≪課題２≫

　サービス利用計画の作成については、①計画の作成が市町村の支給決定後となっている、②対象者が限定されている、などの理由からあまり利用されていない

　　→支給決定の前にサービス利用計画案を作成し、支給決定の参考とするよう見直し

　　→サービス利用計画作成の対象者を大幅に拡大

※サービス利用計画作成費の対象者は重度障害者等に限定され、利用者数は全国で2,731名

　⑤障害児支援の強化　（Ｈ24.4.1施行）

　　・児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実

→施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行する

・学齢期における支援充実

→放課後等デイサービスの創設（20歳まで利用できるよう特例を設ける）

· 保育所等訪問支援の創設（いつも過ごしている場所で専門的な支援を受けられる）

　　・在園期間の延長措置の見直し

→18歳以上の入居者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。

その際、現に入所しているものが退所させられることのないようにする。

⑥地域における自立した生活のための支援の充実　（Ｈ24.4.1までの政令で定める日から施行）

　　・グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設

· 重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行支援。個別給付化）

　⑦精神障害者の地域生活を支える精神科救急医療の整備等

　≪課題≫

　　精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援を推進することが必要

　　→都道府県による精神科救急医療体制の確保について法律上位置づける（精神保健福祉法の改正）

　　→精神保健福祉士が精神障害者の地域生活における相談支援を担っている事の明確化

（精神保健福祉士法の改正）

精神保健福祉の動向

· 精神疾患による、生活の質の低下や社会経済的損失は甚大

· 精神障害者の地域生活を支える医療・福祉等の支援体制が不十分
· 以前として多くの統合失調症による長期入院患者が存在。これは、入院医療中心の
施策の結果であることを、行政を含め関係者が反省

　　

　　

· 『改革ビジョン』の『入院医療中心から地域生活へ』という基本理念の推進

· 精神疾患にかかった場合でも　質の高い医療や症状、希望等に応じた適切な医療・福祉サービスを受け、地域で安心して自立した生活を継続できる社会
· 精神保健福祉の改革を更に加速
「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」　H22.6.29閣議決定

　医療

　　・精神障害者に対する強制入院、強制医療介入等について、いわゆる「保護者制度」の見直しも

含めそのあり方を検討し、H24年度を目途にその結論を得る。

・「社会的入院」を解消するため、精神障害者に対する退院支援や地域生活における医療、生活面の支援に係る体制の整備について総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、H23年内にその結論を得る。

· 精神科医療現場における医師や看護師等の人員体制の充実のための具体的方策について、総合福祉部会における議論との整合性を図りつつ検討し、Ｈ24年度内を目途にその結論を得る。

　

○第１Ｒ：平成22年5月31日～6月17日

　→来年度予算編成での具体化を目指し、アウトリーチ体制の具体化など地域精神保健医療体制の整備

　　に関する検討を実施（４回議論）

○第２Ｒ：平成22年9月2日～

　→精神科と精神科医療に関して検討を実施（10回議論）、12月22日中間とりまとめ

　　　☆認知症の社会的入院の支援と検討

　　　　介護保険の見直し（Ｈ23年10月にぶつける）

○第３Ｒ：平成22年10月21日～

　→保護者制度と入院制度について検討を開始（2回議論）

精神障害者の地域生活支援における課題

　　・精神疾患の病状憎悪時や発症早期等には、自ら通院・通所をしたり、訪問によるサービスを希望することが難しい状況が少なくない

　　・精神障害者が抱える課題によっては、保健・医療・福祉の各機関単位の支援では解決に至らない場合がある

　　・既存の医療・福祉サービス提供体制では、本人が希望しない状況等において地域で支援を行うには限界がある（報酬等）


これまでは・・・

　　・地域生活を中断して、入院（再入院）による治療を選択することが少なくなかった

　　・行政機関による医療導入においては、入院を前提とした制度に頼らざるを得なかった

　　
アウトリーチ支援実現に向けた考え方

　　7万人を地域で支える→病床削減、職員の削減（医療職員も地域移行に）

　　入院ではなく訪問をメインに行う

　　未受診者のアウトリーチ支援は診療報酬化する流れで、すでにモデル事業も行っている

　　　→行政の業務が細分化したことで、一つのケースに時間をさけなくなり、“行政職員や

　　　　相談支援事業所のねばり強い訪問“という関わりができなくなった

　　・当事者の状態に応じた医療面の支援、早期支援・家族全体の支援など生活面の支援が可能となる他職種チームであることが必要

　　・財政面、地域における人材面の制約も考えると、できる限り現存する人的資源を活用するとともに、地域支援を行う人材として養成することが必要

　　・入院医療から地域精神保健医療へ職員体制を転換する観点から、アウトリーチ支援の実施を、医療機関が併せて病床削減に取り組む原動力とすることが望ましい

　　・地域移行、地域定着を進める観点から「住まい」の整備を併せて行うことが必要

　　・各障害に共通した相談支援体制との関係を明確に整理し、障害福祉サービスや就労支援に向けた取り組みも円滑に利用できるようにすることが望ましい

《考察》

　障害福祉政策の動向についてというテーマで、総合福祉法制定の間の、いわゆるつなぎ法案の内容と総合福祉法の概要についての話題が中心となっていた。特に、精神保健の領域で注目が高い「障害者の範囲の見直し」「アウトリーチ推進事業」に関しての説明に重点がおかれていた。これまでサービスの狭間の立場に置かれていた発達障害・高次能機能障害は、概念的には精神障害に含まれているが、その事が明確にされていないということが問題とされてきたが、今後は障害者自立支援方法のサービスをより受けやすくする観点から、発達障害者が障害者の範囲に含まれていることを法律上明示したという説明があった。これは、サービスを受けたいというニーズを反映したものであるが、この新しい障害の分野の支援・対応は非常に特殊で困難な場合も多く、精神保健福祉の領域の支援者にとって、非常に大きな課題になると感じた。アウトリーチ推進事業についての説明では、診療報酬で算定できることを最大のメリットとして、民間の精神科病院が医療チームを組み、支援にあたるという一連の仕組みが理解できた。当該患者との契約が前提になっていないことや、重度の障害者を包括的に支援するというよりも、未治療・治療中断者の治療を積極的に介入するという点がACTと異なる点であることもわかった。しかし、一方で、誰の権限で当該患者の生活に踏み込み、だれが責任を持って支援を継続するのか疑問に感じ、今後、適切な情報を収集したいと思った。
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高齢者の地域包括支援センターがモデル








必要な支援が行き届かないことに


よる入院








